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ぞ
れ
次
の
と
お
り
と
な
り
ま
す
。

【
歳　

入
】

  
市
の
歳
入
で
最
も
多
い
の
は
、
市
税
収
入

で
、
全
体
の
五
十
三
・
七
％
を
占
め
て
い
ま

す
。
個
人
市
民
税
の
比
例
税
率
化
の
影
響

を
受
け
、
前
年
度
と
の
比
較
で
は
、
○
・
九

％
、
約
一
億
七
千
八
百
六
十
二
万
円
の
増
加

に
と
ど
ま
り
ま
し
た
。

　

次
に
多
い
の
は
繰
入
金
で
す
。
約
六
億

八
千
九
百
四
十
五
万
円
の
減
少
と
な
っ
て

い
ま
す
。
そ
の
理
由
は
、
宅
地
造
成
事
業
特

別
会
計
に
お
け
る
宅
地
分
譲
収
入
が
一
般

会
計
に
繰
り
入
れ
ら
れ
る
こ
と
や
、
財
産
収

入
の
増
加
な
ど
に
よ
り
、
予
算
の
財
源
不
足

額
を
補
う
た
め
の
基
金
や
、
公
共
施
設
等
の

整
備
に
充
て
る
た
め
の
基
金
の
取
り
く
ず

し
額
を
大
幅
に
減
少
さ
せ
る
こ
と
が
で
き

た
こ
と
に
よ
る
も
の
で
す
。

　

三
番
目
が
国
庫
支
出
金
で
、
約
二
億
五
百

二
十
二
万
円
の
増
加
と
な
っ
て
い
ま
す
。

こ
れ
は
、
南
芦
屋
浜
公
園
整
備
事
業
の
た
め

の
交
付
金
が
増
加
し
た
こ
と
に
よ
る
も
の

で
す
。

　

四
番
目
が
市
債
（
借
入
金
）
で
、
二
十
三

億
六
千
六
百
八
十
万
円
の
減
少
と
な
っ
て

い
ま
す
。
そ
の
理
由
は
、
平
成
八
年
度
に
借

り
入
れ
た
震
災
関
連
事
業
等
に
係
る
地
方

債
を
、
満
期
一
括
償
還
す
る
こ
と
に
よ
り
、

借
換
債
を
は
じ
め
と
し
た
新
た
な
市
債
の

発
行
を
抑
制
し
、
将
来
負
担
の
適
正
化
を
目

指
し
た
こ
と
に
よ
る
も
の
で
す
。

【
歳　

出
】 

  
歳
出
で
は
、
依
然
と
し
て
公
債
費
が
最
も

大
き
な
割
合
を
占
め
て
い
ま
す
。
前
年
度

と
の
比
較
で
は
、
一
五
・
六
％
、
約
十
八
億

八
千
九
百
六
十
七
万
円
の
減
少
と
な
っ
て

お
り
、
着
実
に
償
還
は
進
ん
で
い
る
も
の
の
、

全
体
の
二
六
・
三
％
を
占
め
て
い
る
こ
と
か

ら
も
、
借
入
金
の
早
期
返
済
が
本
市
の
課
題

と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

次
に
多
い
の
は
民
生
費
で
、
障
害
者
自
立

支
援
法
の
施
行
に
伴
う
負
担
軽
減
措
置
や
、

乳
幼
児
医
療
助
成
の
拡
大
な
ど
に
伴
い
、
約

二
億
一
千
六
百
五
十
一
万
円
の
増
加
と
な

　
 
市
の
財
政
は
、
一
時
の
危
機
的
な
状
況
を

脱
し
た
と
は
い
え
、
新
た
な
課
題
と
し
て
、

個
人
市
民
税
の
六
％
比
例
税
率
化
等
に
よ

る
減
収
が
見
込
ま
れ
て
い
ま
す
。
こ
の
よ

う
な
状
況
の
中
、
さ
ら
に
効
率
的
な
財
政
運

営
に
努
め
、
よ
り
魅
力
的
な
自
治
体
経
営
を

行
っ
て
い
く
こ
と
を
基
本
に
、
予
算
案
を
作

成
し
ま
し
た
。

　

市
の
予
算
は
、
一
般
会
計
、
特
別
会
計
、

企
業
会
計
、
財
産
区
会
計
の
四
種
類
の
会
計

で
構
成
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

一
般
会
計
は
、
ご
み
処
理
、
住
宅
や
道
路

・
公
園
の
整
備
、
教
育
、
福
祉
な
ど
市
民
の

皆
さ
ん
の
日
常
生
活
に
関
わ
る
基
本
的
な

会
計
で
、
特
別
会
計
は
、
国
民
健
康
保
険
事

業
や
下
水
道
事
業
な
ど
の
よ
う
に
特
定
の

収
入
や
支
出
を
一
般
会
計
と
区
別
し
て
処

理
す
る
こ
と
で
、
そ
の
内
容
を
よ
り
分
か
り

や
す
く
す
る
た
め
の
会
計
で

す
。

  
平
成
十
九
年
度
の
予
算
総

額
は
七
百
七
十
六
億
九
千
百

七
十
万
円
と
な
り
ま
す
が
、

こ
の
予
算
と
と
も
に
、
市
民

の
皆
さ
ん
の
参
画
と
協
働
に

よ
り
、
さ
ま
ざ
ま
な
事
業
が

行
わ
れ
る
こ
と
な
り
ま
す
。

  
一
般
会
計
の
予
算
額
は
、
三

百
八
十
七
億
八
千
万
円
で
、

前
年
度
に
比
べ
て
九
億
七
千

万
円
、
二
・
四
％
の
減
少
と

な
っ
て
い
ま
す
。

　

市
の
借
金
で
あ
る
市
債
残

高
を
減
少
さ
せ
る
こ
と
に
よ

る
将
来
的
な
負
担
軽
減
を
目

指
す
と
と
も
に
、
可
能
な
限

り
の
新
規
事
業
に
も
取
り
組
む
こ
と
に
よ

り
、「
頑
張
る
芦
屋
」
の
魅
力
と
活
力
を
引
き

出
し
て
ま
い
り
ま
す
。

　

主
な
増
減
理
由
は
、
歳
入
、
歳
出
、
そ
れ

　

※自主財源とは市税収入を中心に、自らの権限（条例・規則）で決めて収入することができる使用料、手数料などをいいます。一方、義務的経費と
は、市が任意に削減できず必ず発生する経費であり、この家計の場合には、毎月の給料にボーナスを加えて支払っても不足額が発生するために、

預貯金を取り崩したり、先祖代々の土地を一部売払ったりして一時的な収入を得ながらやりくりしていることになります。

一般会計予算額(千円)

22,354,190
市税、分担金・負担金、
使用料・手数料収入

自
主
財
源 7,585,504

財産収入・寄附金・繰
入金，その他の収入

6,866,206
国・県支出金、地方交
付税、地方譲与税など

依
存
財
源 1,974,100　　市　　　　債

38,780,000歳入の合計

家計に置き換えた場合の収入(円)

１カ月あたり年間

384,2914,611,488給料・ボーナスなど

130,4021,564,828
財産処分や預貯金

の取り崩しなど

118,0371,416,443
知人等からの援助
など

33,937407,241借　 入　 金

666,6678,000,000収 入 の 合 計

昨年度
割合

１カ月あたり

370,88057.7%

112,81519.6%

110,16917.7%

72,8035.1%

666,667100.0%

一般会計予算額(千円)

8,560,946人　件　費義
務
的
経
費

3,248,161扶　助　費

10,198,342公　債　費

4,746,751物　　件　　費

5,654,441
維 持 補 修 費

普通建設事業費

3,804,122繰　　出　　金

1,845,131
補　助　費　等
出資金・貸付金

622,106積　　立　　金

100,000予　　備　　費

38,780,000歳 入 の 合 計

家計に置き換えた場合の支出(円)

１カ月あたり年間

147,1711,766,054食費・税金など

55,839670,069医 療 費 な ど

175,3202,103,835借 金 の 返 済

81,601979,216
光熱水費や電話代
日用品代など

97,2051,166,465
自宅の増改築費や
補修工事費など

65,397784,760
独立した子どもへの

支援や親負担分

31,720380,636
親類の事業への
出資・貸付など

10,695128,335貯　　　　金

1,71920,629
不意の出来事への

備え

666,6678,000,000支 出 の 合 計

昨年度
割合

１カ月あたり

139,47122.1%

49,3768.4%

202,73426.3%

81,61512.2%

85,63214.7%

74,2569.8%

31,2654.8%

6411.6%

1,6770.3%

666,667100.0%

　
　
　
　
　
　
　
　
　

問
い
合
わ
せ　

財
政
課　

　

２
０
１
１

38

◆
平
成　

年
度
予
算
（
案
）
概
要
◆

19

り
、
全
体
の
二
十
・
四
％
を
占
め
て
い
ま
す
。

　

三
番
目
が
土
木
費
で
、
約
九
億
八
千
百
八

十
三
万
円
の
増
加
と
な
っ
て
い
ま
す
。
こ

れ
は
南
芦
屋
浜
公
園
整
備
事
業
に
よ
る
も

の
で
す
。

　

四
番
目
が
、
総
務
費
で
約
一
億
二
千
七
百

六
十
五
万
円
の
増
加
と
な
っ
て
い
ま
す
。　

　

な
お
、
教
育
費
が
、
約
十
億
四
百
七
十
八

万
円
の
減
少
と
な
っ
て
い
ま
す
が
、
こ
れ
は

精
道
小
学
校
校
舎
整
備
事
業
費
の
減
少
や
、

の
じ
ぎ
く
兵
庫
国
体
関
連
経
費
の
皆
減
に

よ
る
も
の
で
す
。

　

引
き
続
き
「
安
全
」
と
「
環
境
」
を
あ
ら

ゆ
る
施
策
の
基
盤
と
し
つ
つ
、
新
た
に
、
清

潔
で
安
全
・
快
適
な
生
活
環
境
の
確
保
に
要

す
る
経
費
や
「
（
仮
）
市
民
活
動
セ
ン
タ
ー
」

の
設
置
、
あ
る
い
は
、「
（
仮
）
芦
屋
市
福
祉

セ
ン
タ
ー
」
構
想
案
に
要
す
る
経
費
な
ど
を

計
上
し
、
芦
屋
の
魅
力
を
引
き
出
す
と
と
も

に
、
活
力
あ
る
ま
ち
づ
く
り
へ
と
つ
な
げ
て

ま
い
り
ま
す
。

　

昨
年
、
広
報
あ
し
や
臨
時
号
（
十
月
一
日

発
行
）
行
財
政
改
革
特
集
で
、「
三
位
一
体
の

改
革
」
の
影
響
に
伴
う
、
平
成
十
九
年
度
以

降
の
本
市
の
財
政
状
況
に
つ
い
て
お
知
ら

せ
し
ま
し
た
。

　

こ
の
た
び
、
新
年
度
予
算
に
関
す
る
国
の

財
政
対
策
等
が
公
表
さ
れ
た
こ
と
を
受
け

て
、
そ
の
後
の
状
況
を
見
直
し
ま
し
た
。

　

そ
の
概
要
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

　

前
回
（
臨
時
号
）

の
ポ
イ
ン
ト

■
本
市
に
と
っ
て
マ
イ
ナ
ス
の
税
源
移
譲

○
三
位
一
体
の
改
革
に
お
け
る
税
源
移
譲

　

が
個
人
市
民
税
の
六
％
比
例
税
率
化
に

　

よ
り
、
実
施
さ
れ
る
こ
と
の
影
響
額
は
△

　

十
四
億
八
千
万
円
／
年

○
税
源
移
譲
を
前
提
に
実
施
さ
れ
た
、
国
庫

　

補
助
負
担
金
の
削
減
額
（
△
六
億
八
千
万

　

円
／
年
）
や
所
得
譲
与
税
に
代
わ
る
移
譲

　

財
源
は
、
見
込
む
こ
と
が
で
き
ま
せ
ん
。

○
減
税
補
て
ん
特
例
交
付
金
、
減
税
補
て
ん

　

債
の
廃
止
に
よ
る
△
三
億
五
千
万
円
の

　

減
収
が
見
込
ま
れ
ま
す
。

■
財
源
不
足
へ
の
対
応
と
し
て

○
基
金
に
よ
る
補
て
ん
…
百
八
十
九
億
円

○
行
政
改
革
改
善
額
…  　
 
三
十
一
億
円

　

今
回
の
ポ
イ
ン
ト

　

国
の
地
方
財
政
対
策
や
、
景
気
回
復
に
よ

る
市
税
収
入
の
伸
び
が
見
込
め
ま
し
た
。

○
マ
イ
ナ
ス
の
税
源
移
譲
の
影
響
に
よ
り
、

　

生
じ
た
個
人
市
民
税
の
減
収
分
相
当
額

　

は
、
交
付
税
の
算
定
上
、
百
％
考
慮
さ
れ

　

る
こ
と
と
な
り
ま
し
た
。
そ
の
結
果
、
実

　

質
的
に
普
通
交
付
税
が
割
増
交
付
さ
れ

　

る
事
と
な
り
ま
し
た
。（
前
回
と
比
較
し

　

て
、
五
十
一
億
円
の
増
収
）

○
懸
案
で
あ
っ
た
個
人
市
民
税
の
減
収
額

　

そ
の
も
の
に
つ
い
て
は
、
景
気
回
復
に
伴

　

う
所
得
の
伸
び
に
よ
り
、
約
二
億
六
千
万

　

円
に
ま
で
圧
縮
さ
れ
、
ま
た
固
定
資
産
税

　

等
の
増
加
も
見
込
め
ま
し
た
。
（
前
回
と

　

比
較
し
て
、
約
九
十
八
億
円
の
増
収
）

○
そ
の
他
、
財
産
収
入
等
に
よ
り
、
あ
ら
た

　

な
歳
入
を
確
保
し
ま
し
た
。

　　

震
災
の
影
響
に
引
き
続
く
、
新
た
な
「
財

政
危
機
」
が
心
配
さ
れ
ま
し
た
が
、
基
金
で

補
て
ん
で
き
る
水
準
に
ま
で
圧
縮
で
き
ま

し
た
。

　

し
か
し
な
が
ら
、
単
年
度
収
支
に
お
い
て

は
、
依
然
と
し
て
基
金
を
取
り
崩
し
に
よ
り

赤
字
を
補
て
ん
し
て
い
る
状
況
に
あ
り
ま

す
。

　

今
後
も
、
引
き
続
き
財
政
の
健
全
化
と
、

本
市
の
魅
力
を
引
き
出
す
施
策
の
実
現
に

向
け
て
、
行
政
改
革
に
推
進
し
て
い
き
ま
す
。

我が家の家計に置き換えてみたら(年収800万円の場合)

　

二
月
二
十
日
開
会
の
市
議
会
に
提

案
し
ま
し
た
「
平
成
十
九
年
度
予
算

（
案
）
」
の
概
要
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

■

■

【安全と環境に配慮したまちづくり】（抜粋）
●　安　　　　全　●

　学校園耐震診断事業　　　　　　　　　　　　　　   5,715 

   清潔で安全・快適な生活環境の確保に要する経費 2,053

   霊園敷地内安全対策に要する経費 1,000

   飲料水兼用耐震性貯水槽新設(精道小学校)  7,000

   防災倉庫新設(川西運動場内)  500

   防災リーダー職員育成事業 7

   防災行政無線基本調査 190

   ＪＲ跨線橋補修工事 　2,100

●　環　　　　境　●

    公園改修計画策定経費 200

    阪神芦屋駅周辺バリアフリー化計画策定経費　　　　　400

　都市景観形成推進事業　　　　　　　　　　　　　　　100
【市民生活】

　（仮称）市民活動センター開設準備経費　　　　　　　　691

　潮見集会所改修工費　　　　　　　　　　　　　　　　700

　上宮川町住宅エレベーター設置工事　　　　　　　　8,999

　住宅マスタープラン策定経費　　　　　　　　　　　1,037
【保健・福祉】

　阪神芦屋駅エレベーター設置事業　　　　　　　　　3,616

　乳幼児医療助成事業(対象を小学校３年生まで拡大)　104,121

　児童手当に要する経費(乳幼児加算分を追加)  　     500,321

　障がい者歯科治療事業　　　　　　　　　　　　　　　109

　眼底カメラの更新整備　　　　　　　　　　　　　　　394

　(仮称)芦屋市福祉センター構想に要する経費　　　　　597

　山手夢保育園運営費　　　　　　　　　　　　　　102,481

　障害者自立支援法介護給付費等事業(統合)　　　　506,562

　みどり地域生活支援センター運営費　　　　　　　　4,358
【教育・文化】

　小学校学習指導補助教員配置事業　　　　　　　　　　846

　特別支援教育事業  　　　　　　　　　　　　　　　 1,350

   朝日ヶ丘小学校エレベーター設置工事　　　　　　　6,000

　市民センター施設整備事業　　　　　　　　　　  　 9,812

　美術博物館施設改修工事　　　　　　　　　　　　　4,000

　海浜公園プール施設改修工事　　　　　　　　　　　4,000

【都市・環境】

　阪神芦屋駅改良工事　　　　　　　　　　　　　　　　500

【その他】

　議場他放送設備整備費　　　　　　　　　　　　　　4,950

　市長・市議会議員選挙　　　　　　　　　　　　　　6,126

教育費総務費土木費民生費公債費

44,689円45,100円73,940円86,100円110,799円

諸支出金商工費議会費消防費衛生費

1,235円1,449円4,686円17,213円34,610円

合　計災害復旧費労働費農林水産業費予備費

421,320円

54円177円182円1,086円

　 ※財源内訳…市税226,075円、繰入金41,335円、市債21,447円、

　　　　　　　 国庫支出金29,799円、地方交付税13,037円、その他の収入89,627円

　　＊１月１日現在の推計人口　92,044人で試算しました。

計

平成18年度～平成27年度
　　　年度
項目　　　

27262524232221201918

2,698243245244246251254255332308320歳　　入

2799247249250253274275272351308320歳　　出

△101△4△4△6△7△23△21△17△1900
歳入歳出
差　　引

161111115311行革改善額

8533562220121600
基金による
補てん額

00000000000
改善後の

収支

《　留意事項　》

　本見込みは、現段階における直近の地方税財政制度を前提として試算しており、今

後の景気の動向や税制改正等により、大きく変動する場合があります。

平成27年度までの財政収支の見込み(一般財源ベース)　　　   　単位：億円

本市をとりまく財政状況
　

二
月
二
十
日
開
催
の
市
議
会
に
は
、
「
平
成
十
八
年
度
一
般
会
計
補
正
予
算
（
第
五

号
）
案
」
も
提
案
し
て
お
り
、
そ
の
主
な
内
容
は
、
歳
入
で
は
、
譲
渡
所
得
等
の
増
加

に
伴
う
市
民
税
十
一
億
円
を
追
加
す
る
ほ
か
、
年
度
末
に
当
た
っ
て
の
所
要
の
費
目
の

増
減
を
行
っ
て
い
ま
す
。
ま
た
、
歳
出
で
は
、
後
期
高
齢
者
医
療
制
度
創
設
に
伴
う
関

連
経
費
を
は
じ
め
と
し
て
、
所
要
の
経
費
を
追
加
・
減
額
す
る
と
と
も
に
、
歳
入
・
歳

出
の
差
額
に
つ
い
て
は
、
多
額
の
地
方
債
残
高
の
返
済
に
備
え
る
た
め
、
減
債
基
金
に

約
十
億
円
を
積
み
立
て
る
こ
と
と
し
て
い
ま
す
。

市民１人当たりに使われるお金は421,320円

平成19年度の主な新規事業 単位：万円 

総
額
で
△
二
十
五
億
一
千
万
円
、
十
年

間
で
約
二
百
二
十
億
円
の
財
源
不
足
額

総
額
で
△
二
十
五
億
一
千
万
円
、
十
年

間
で
約
二
百
二
十
億
円
の
財
源
不
足
額

総
額
で
△
二
十
五
億
一
千
万
円
、
十
年

間
で
約
二
百
二
十
億
円
の
財
源
不
足
額

今
後
十
年
間
の
財
源
不
足
額
を
,
約
百

一
億
円
ま
で
圧
縮
（
基
金
で
補
て
ん
）

平
成　

年
度
予
算（
案
）
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区　分
一般会計
特別会計

　国民健康保険事業

　下水道事業

　公共用地取得費

　都市再開発事業

　老人保健医療事業

　駐車場事業

　介護保険事業

　宅地造成事業
企業会計

　病院事業

　上水道事業

財産区会計
　 合 計　

予算額

 387億8,000万円

 301億2,300万円

 88億2,900万円

 34億5,400万円

 ８億4,700万円

 2,250万円

 81億4,000万円

 ３億1,500万円

 56億7,600万円

 28億3,950万円

 74億2,960万円

 44億2,336万円

 30億   624万円

 13億5,910万円

 776億9,170万円

増減率(%)

△2.4

2.5

8.6

△9.3

△68.9

1.4

△0.8

4.5

4.1

278.3

△3.2

△6.2

1.5

49.5

△0.1


